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研究成果の概要（和文）：20世紀末に先進国において顕在化した財政再建国家化の圧力が各国の政治体制及びそ
のサブシステムに与える影響を比較検討することを通じて、①ドイツや韓国のような国では、そもそも財政緊縮
の枠組みが非政治化される形でビルトインされているということ、②アングロアメリカ諸国において、財政再建
国家化の圧力は政治的により強く感じられているが、米国の場合は現実的に財政再建が追求されることはなく、
弛緩した体制が続いていること、③日本の場合は財政再建言説が権力闘争の道具として扱われ、実質を伴ってい
ないこと、④南欧諸国では財政再建国家化の圧力が最も深く、政党システムの根本的変質にまで至ったことが明
らかとなった。

研究成果の概要（英文）：Our comparative study of the impact of fiscal restructuring pressures in 
developed countries at the end of the 20th century on political systems reveals distinct patterns. 
(1) In countries like Germany and South Korea, fiscal austerity frameworks are inherently 
depoliticized. (2) In Anglo-American countries, the political pressure for fiscal restructuring is 
more pronounced. In the United States, fiscal consolidation remains largely unachieved, with the 
system staying flexible. In Japan, fiscal consolidation discourse serves as a political tool without
 substantial action. In Southern European countries, the pressure for fiscal consolidation is most 
intense, leading to profound transformations in their party systems.

研究分野： 比較政治学

キーワード： 財政再建　デモクラシーの変容　先進資本主義諸国の比較

  ３版

令和

研究成果の学術的意義や社会的意義
この研究は、先進諸国における財政再建圧力が各国の政治システムに与える影響を解明することで、財政規律と
デモクラシーの関係性を再評価するものであった。特に、財政再建が政治構造にどのような変化をもたらすかを
比較分析し、対象国のガヴァナンスの各レベルに多様音影響が現れたことが確認された。このことは、各国の文
脈における政策形成の実践的な指針を提供する。各国の事例を通じて得られた知見は、将来の研究や政策立案に
貢献し、学術的および社会的に大きな意義を持つものであり、緊縮政策の政治的・社会的影響を明確にし、持続
可能な財政運営と民主主義の調和を図るための理論的枠組みを構築することにも貢献するであろう。

※科研費による研究は、研究者の自覚と責任において実施するものです。そのため、研究の実施や研究成果の公表等に
ついては、国の要請等に基づくものではなく、その研究成果に関する見解や責任は、研究者個人に帰属します。



様 式 Ｃ－１９、Ｆ－１９－１（共通） 
 
 
１．研究開始当初の背景 
 
本研究は、基盤研究 B「ユーロ圏危機下における南欧政治の構造変容に関する比較研究」（代

表：野上和裕、2013～16 年）および「先進民主主義諸国における恒常的緊縮の政策過程と政治
的効果に関する比較研究」（代表：横田正顕、2015～18 年）の成果に基づいて構想された。これ
らの先行研究では、恒常的緊縮の比較政治経済学的考察を行い、対象国間の同質性より多様性が
明らかとなった。特に、南欧の極端な政治的混乱、日米における財政再建の追求の政治的骨抜き、
ドイツの財政規律問題の制度化や脱政治化の事例などが確認された。2018 年 10 月の日本政治
学会大会分科会 C-4 では、「財政再建の課題が政治をどう拘束し続けてきたか」についての体系
的比較の重要性が再確認された。これを受けて、横田科研参加者を核とする共同研究者が議論を
重ね、研究デザインを改良し、新たに理論面・国際面での専門家を加えることで、より発展的な
内容を盛り込んだ研究計画を立案した。 
本研究は、戦後の高度経済成長が終焉を迎えた 1970 年代に始まる財政とデモクラシーの関係

に関する古典的な研究に連なるものである。従来の研究は、「赤字の民主主義」論や「資本主義
国家の正統性危機」論のように、財政赤字の原因をデモクラシーに求める傾向があった。近年の
代表的な研究として、待鳥聡史の『財政再建と民主主義』（2003 年）、井出英策とジーン・パー
クの共編著『財政赤字の国際比較』（2016 年）、加藤創太／小林慶一郎の『財政と民主主義』（2017
年）がある。これらは、デモクラシーの下で財政再建がどのように可能であるかを探求している。
また、国際政治経済学の分野では、グローバル化が国内政治に与える影響についての研究も行わ
れているが、財政再建とデモクラシーの関係についての包括的な研究は少ない。例えば、Junko 
Kato の"Regressive Taxation and the Welfare State"（2010 年）や前田健太郎の『公務員を雇
わない国家』（2014 年）は、本研究に関連する重要な先行研究である。 
これらの背景を踏まえ、我々研究グループは、財政再建国家化が先進各国の政治構造に与える

影響を解明し、その多様性を比較分析することで、既存の比較政治経済学の新たな一ページを切
り開くことが必要であるという認識のもとに、共同研究を立ち上げるに至った。 
 
２．研究の目的 

 
本研究の目的は、先進諸国の一部に見られる急速な財政再建の至上命題化、すなわち「財政再

建国家化」の原因、影響、多様性を解明することである。具体的には、次の三つの主要な問いに
答えることを目指す： 

1. 財政再建国家化とはいかなる原因に基づくどのような現象を指すのか。財政再建国家化
の背後にある経済的、政治的、社会的な原因とその特徴を明らかにする。 

2. 財政再建国家化により各国では、利益媒介、意思決定メカニズム、政策レジーム、中央地
方関係などの民主的サブシステムにどのような変化（もしくは持続性）が生じているの
か。財政再建国家化が各国の民主的サブシステムにどのような影響を与え、具体的にど
のような変化をもたらしているのかを解明する。 

3. 財政再建国家化の多様性はなぜ／どのようにもたらされたか。財政再建国家化が各国で
異なる形を取る理由、そのプロセスを歴史的、制度的、文化的な観点から比較分析する。 

 
本研究は、以下に示す方法を通じて、財政再建国家化が先進各国の政治構造に与える影響とそ

の多様性を解明し、比較政治経済学の新たな知見を提供することを目指すものであった。 
 
３．研究の方法 
 
この目的を達成するため、本研究では以下の方法を採用した。 
 
比較可能な形での類型化と標準化： 

1. 対象国の選定：日韓、大陸欧州諸国、アングロアメリカ諸国を取り上げる。 
2. 標準化された尺度の確立：各国の財政再建国家化の経路と財政規律の制度化のレベルを

比較可能な形に類型化し、標準化された尺度を用いて分析する。 
3. 民主的サブシステムの変容の考察：複合的変容の分析：執政体制、政党政治、利益団体政

治、中央地方関係などの民主的サブシステムが、財政再建国家化によりどのように変容
したかを詳細に検討する。 

4. 財政制約の政治的意味の検証：財政制約が各国のデモクラシーに与える政治的意味を明
らかにするため、複数の事例を基にした比較分析を行う。 

5. 事例間の偏差の説明：各国の財政再建国家化のプロセスや結果の違いを説明する理論的
枠組みを構築する。 

6. データ収集と分析：対象国における財政再建の経路、制度化のレベル、政治的影響に関す



る膨大な文献情報、数値指標、現地調査データを収集し、これらのデータを基に理論的枠
組みを検証・改善する。 

 
これらの方法により、財政再建国家化が各国の政治構造に与える影響とその多様性を包括的

に理解するための分析を行う。 
 
４．研究成果 
 
本研究は、財政再建国家化と政治変容に関する国際比較を中心に、複数の先進資本主義諸国に

おける政治的、経済的動向を詳細に分析した。特に、財政緊縮政策が各国の政治システムや政策
決定プロセスにどのように影響を及ぼしているかに焦点を当てている。以下に、主要な研究成果
として挙げられる具体的な事例や分析結果を詳述する。 
 
（1） 財政再建国家化と政治変容の国際比較 
【具体的な事例と分析結果 
ドイツと韓国において、財政】緊縮が政治闘争の焦点になっていないことが明らかになった。特
にドイツでは、財政規律が政治と行政の基本条件として組み込まれており、コロナ危機による財
政規律の弛緩は一過性の事態として扱われた。これは、ドイツの政治文化における財政規律の位
置づけと、コロナ後の復興政策が新たな政争の争点となっていることを示している。 
【詳細な分析】 
財政再建政策がどのようにして政治的安定を維持しつつ、経済成長を促進するかを探求した。具
体的には、ドイツのメルケル政権下での財政規律の維持と、韓国の文在寅政権による財政政策の
違いを比較した。ドイツでは、厳格な財政規律が政治的コンセンサスの一部として受け入れられ
ており、これは長期的な経済成長と政治的安定に寄与していることが示された。 
【想定外の発見】 
ドイツにおいて、財政緊縮が政治的争点とならず、むしろ制度化されている点は当初の想定外で
あった。この発見は、財政再建政策が必ずしも政治的対立を引き起こすわけではないことを示し
ている。また、コロナ危機後の財政政策が政治的争点となったことも新たな視点を提供した。 
 
（2） 日本の財政再建論と権力闘争 
【具体的な事例と分析結果】 
日本では、財政再建を巡る政策が政権交代や政治的対立の主要な争点となってきた。特に、小渕
内閣から第二次以降の安倍内閣までの期間において、財政再建政策が政争の具として利用され、
地方自治体との対立や社会保障の削減を巡る議論が続いた。 
【詳細な分析】 
地方自治体の財政負担や社会保障制度の縮減が、政治的対立を引き起こし、地域政党の台頭や選
挙結果に影響を与えていることが明らかになった。財政再建政策が政治闘争の主要な焦点とな
りうることが示された。 
【想定外の発見】 
日本において、地方自治体との対立が政治的対立の主な要因となっている点は当初の想定外で
あった。財政再建政策が中央と地方の関係に深刻な影響を与えていることが新たに明らかとな
った。 
 
（3） アメリカの財政赤字と政策対応 
【具体的な事例と分析結果】 
アメリカでは、財政赤字の拡大とそれに伴う政策対応が経済成長と政治的安定にどのように影
響しているかが分析された。特に、コロナ禍における大規模な財政刺激策とその後のインフレー
ションリスクが議論の中心となった。 
【詳細な分析】 
大規模な財政刺激策が経済成長を促進する一方で、インフレーションリスクが高まる中での金
融政策の調整が課題となっていることが示された。これにより、財政赤字が長期的な経済安定と
政治的信頼に与える影響が浮き彫りになった。 
【想定外の発見】 
アメリカにおいて、インフレーションリスクが財政赤字と密接に関連している点は当初の想定
外であった。特に、コロナ禍の影響で急増した政府債務がインフレーションリスクを高めるとい
う新たな課題が浮上した。 
 
（4） 韓国の「放置国家」型財政と政治的影響 
【具体的な事例と分析結果】 
韓国における租税に依存しない財政運営は、「放置国家」型財政と呼ばれ、他の財源（例えば公
共事業収益や外部援助）に頼る傾向が明らかになった。これは、韓国が租税収入に制約されずに
柔軟な財政運営を可能にしていることを示している。また、韓国では、不動産価格の高騰や汚職
問題が主要な政治的争点となっている。 



【詳細な分析】 
公共事業からの収益や外部援助が財政運営に寄与していることが明らかになった。また、不動産
価格の高騰と汚職問題が政治的対立を引き起こしている様子が示された。これにより、財政政策
が都市中産階級の利益と衝突する様子が描かれた。 
【想定外の発見】 
韓国において、不 
動産価格の高騰が財政政策の主要な政治的争点となっている点は当初の想定外であった。この
発見は、財政再建政策が経済的不均衡を引き起こす可能性があることを示している。 
 
（5） イタリアの財政再建と政治的影響 
【具体的な事例と分析結果】 
イタリアでは、第 1次・第 2次コンテ政権からドラーギ政権への移行に伴い、財政再建がどのよ
うに政治的な影響を受けたかが検討された。特に、EU 復興基金の導入が財政規律の問題を解決
し、新たな政治的争点を生んだことが明らかになった。 
【詳細な分析】 
コンテ政権下での財政規律の維持とドラーギ政権による改革の違いが強調された。EU 復興基金
の導入により、財政再建の課題が一時的に緩和され、新たな復興政策が政治の中心に据えられた
ことが示された。 
【想定外の発見】 
イタリアにおいて、EU 復興基金の導入が政治的な安定をもたらし、新たな政治的争点を生んだ
点は当初の想定外であった。この発見は、国際的な財政支援が国内政治に与える影響の大きさを
示している。 
 
（6） オーストラリアの福祉国家再建と緊縮財政 
【具体的な事例と分析結果】 
オーストラリアでは、賃金稼得者モデルからの転換という文脈で福祉国家の再建と緊縮財政の
バランスがどのように取られているかが分析された。特に、社会保障の縮減と福祉プログラムの
改革が政治的対立を引き起こしながらも、経済成長を支えるために実施されたことが明らかに
なった。 
【詳細な分析】 
賃金稼得者モデルからの転換としての福祉国家再建が、社会保障制度の縮減と福祉プログラム
の改革と関連していることが示された。これが政治的対立を引き起こす一方で、長期的な経済成
長を支える役割を果たしている。 
【想定外の発見】 
オーストラリアにおいて、福祉国家再建と緊縮財政のバランスが経済成長を促進する一方で、政
治的対立を引き起こしている点は当初の想定外であった。この発見は、賃金稼得者モデルからの
転換が福祉政策と緊縮財政の相互作用に与える影響の複雑性を示している。 
 
国別研究成果の整理 
国 財政再建政策の

特徴 
政治的影響 経済的影響 想定外の発見 

ドイツ 財政緊縮、制度
化 

脱政治化、政治
的安定 

長期的経済成長 財政緊縮が政治
的 争 点 と な ら
ず、制度化され
ている 

日本 財政再建、中央
地方対立 

政治的対立、地
方自治体との対
立 

- 地方自治体との
対立が主因 

アメリカ 大規模な財政刺
激 

インフレ・リス
ク、金融政策の
調整 

短期的経済成長 インフレ・リス
クの顕在化 

韓国 放 置 国 家 型 財
政、租税依存低 

政治的対立、不
動産価格高騰 

経済的不均衡 不動産価格の高
騰が主要争点 

イタリア 財政再建、EU 復
興基金 

政治的安定、新
たな政治的争点 

短期的経済安定 EU 復興基金の影
響 

オーストラリア 福祉国家再建、
緊縮財政 

政治的対立 経済成長 賃金稼得者モデ
ルからの転換に
伴う政治的対立 

 
（7） ヨーロッパの極右政党と社会運動 
【具体的な事例と分析結果】 
ヨーロッパでは、財政再建政策と社会運動が極右政党の台頭に与える影響が分析された。特に、



緊縮財政が社会的緊張を高め、これが極右政党の支持基盤の拡大に寄与していることが明らか
になった。 
【詳細な分析】 
緊縮財政政策が社会保障の削減を引き起こし、これが社会的緊張を高める結果となった。極右政
党はこれを利用して反緊縮を掲げ、支持を拡大している。特に、移民問題や国家主義的な議論を
組み合わせることで、支持基盤を強固にしている。 
【想定外の発見】 
ヨーロッパにおいて、緊縮財政が極右政党の台頭を助長する条件を作り出している点は当初の
想定外であった。この発見は、財政再建政策が社会運動や政治システムに与える影響の複雑性を
示している。 
 
最後に研究目的との整合性について言及する。本研究の目的は、以下の 3つの主要な問いに答え
ることを目指していた： 

1. 財政再建国家化の原因、影響、多様性を解明する。 
2. 財政再建国家化が各国の民主的サブシステムに与える影響を解明する。 
3. 財政再建国家化の多様性の理由を歴史的、制度的、文化的な観点から比較分析する。 

これらの研究成果は、各国の財政再建政策がどのようにして政治的および経済的影響をもたら
しているかを具体的な事例を通じて明らかにし、財政再建国家化の多様性とその影響を包括的
に理解するための枠組みを提供している。またこの研究成果を取りまとめた出版物が、2024 年
度中もしくは 2025 年度初頭に向けて刊行される予定であり、そのための編集作業が目下進行中
である。 
以上より、本研究の当初の目的に沿った内容であり、比較政治経済学の発展に大いに貢献する

ものとなったと考えられる。 
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